別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：母子寡婦福祉資金貸付支出　項：事務費　目：事務費
	事業名: 新母子寡婦福祉資金管理システム整備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　健康福祉部　子ども家庭課　家庭支援係　電話番号：058-272-1111（内2638）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp　 

	事業費


　要求額：15,462千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


· 要求の目的

母子家庭及び寡婦の経済的自立と生活意欲の助長を図り、あわせて児童の福祉を推進することを目的として、修学資金をはじめとした１２種類の資金について、所要の資金の貸し付けを行い、その貸し付けた資金を適正に管理するために必要な母子寡婦福祉貸付金管理システムを導入・運用します。

○　要求の理由

現在、母子寡婦福祉資金の貸付、資金管理にあたっては、戦略的アウトソーシング事業により情報企画課によって再開発された母子寡婦福祉資金貸付管理システムにより、平成１９年２月から、共用サーバ上で運用しています。

現行の運用契約は、平成２５年度末までとなっていて、当該システムの他、共用サーバ上で稼働しているシステムは、平成２６年度以降、各原課でシステムの更新と運用をすることとなったため、引き続きシステムにより、母子寡婦福祉資金の貸付、資金管理を行うため、平成２５年度にシステムの導入と現行システムからのデータ移行作業を行い、平成２６年度から５年間のシステムの保守業務を委託します。

なお、システムの更新にあたっては、現行システムの運用コストを大幅に削減できることから、パッケージソフトにより導入することし、情報企画課で用意するサーバ上でシステム構築を行うことから、低コストでの導入を図ります。

· 要求する事業の内容
【委託業務】母子寡婦福祉資金貸付管理システム導入・運用
【委託内容】パッケージシステムによる次期システムの導入、現行データ移行

【委託期間】開発：平成２５年６月から平成２６年３月（予定）

　　　　　　運用：平成２６年度から平成３０年度（予定）

	２　所要経費


委託料：26,744千円

（1） 一時経費：15,462千円（平成２５年度）
（2） 経常経費：11,285千円（平成２６年度～平成３０年度）
	
	年度
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29
	H30
	合計

	一時経費
	導入・移行費用
	15,462
	0
	0
	0
	0
	0
	15,462

	経常経費
	運用費用
	0
	2,257
	2,257
	2,257
	2,257
	2,257
	11,285

	
	計（Ａ）
	15,462
	2,257
	2,257
	2,257
	2,257
	2,257
	26,747

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	15,462
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,462

	決定額
	15,462
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	15,462


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
現行の母子寡婦福祉資金貸付管理システムに替えて新たなシステムを平成２６年３月までに導入し、運用を開始します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	システム調達の完了

	0
（H24）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	調達
（H25）
	％


	システムの適切な保守
	0
（H24）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	保守
（H30）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
－


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　
－



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	母子寡婦福祉資金貸付金制度を維持するために必要なシステム導入である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
稼働から５年を経過し、当初予定していた運用による設計では非効率だったり、不足する機能があったりするなど、使い勝手の悪いシステムとなっています。
具体的には、保証人の名前で検索ができない、索引簿が作成できない、名寄せによる帳票出力ができないなど、債権管理に係る運用上の支援機能を備えていません。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
全国標準の機能を備えたパッケージによる母子福祉貸付金管理システムを導入し、運用することで、適正な資金管理を行い、円滑な制度の運用ができるよう取り組んでいきます。


